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事 業 カ ル テ 3年度決算 子育て支援課

03-02-02-317 子どものための保育給付費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 児童福祉法、子ども・子育て支援法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 子育て・子育ちをみんなで支え、子どもたちの明るい声がひびくまち

政策 A1 子どもを育てることがうれしいと思えるまちづくり

関連する個別計画 多摩市子ども・子育て・若者プラン

関連する報告書など ―

施策 2 子育て家庭への支援

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

平成17年度より、三位一体改革により延長保育、11時間開所等が次世代育成支援対策交付金の対象
となり、市補助で実施。平成18年度より、東京都の補助金が交付金に移行され市補助で実施。平成20
年度より、国及び都の再編に伴い、補助金の再構築を実施。平成27年度より、子ども・子育て支援新制
度の施設型給付・地域型保育給付へ移行。

事業の目的、
令和3年度の目標

子ども・子育て支援法第31条の確認を受けた特定教育・保育施設および同法43条の確認を受けた特定
地域型保育事業所に対し、保育の実施に要する経費について、国・都・市が負担し、児童の健全な発
育に資することを目的とする。令和3年度は永山駅周辺エリアに60名定員の認可保育所を開設、多摩セ
ンター駅周辺エリアに65名定員拡大の上、認可保育所を移転・開設するとともに、12名定員の小規模保
育事業所を開設。

予算の執行方法
児童を受け入れた認可保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、事業所内保
育事業所に対し、児童の受け入れ決定後、申請により給付した。

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成27年度

事業の成果
入所児童の処遇の充実及び認可保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、事
業所内保育事業所の安定的な運営を実現した。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 2,900,703 2,917,345 2,937,184 3,164,499 3,171,696

決算額(単位：千円） 2,871,620 2,889,623 2,910,149 3,134,782 3,147,263

1,423,369 1,417,459

都支出金 441,768 421,361 537,622 696,463 689,288

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 883,538 923,332 1,135,273

地方債 0 0 0

一般財源 997,258 989,323 860,016 828,007 841,426

0 0

その他特定財源 549,056 555,607 377,238 186,943 199,090

24,433

《従事人員数》 3.30 3.30 3.15 3.55 2.95

間
接
経
費

職員人件費 29,083 27,722 27,035 29,717

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

市内私立認可保育所、認定こども園、家庭
的保育事業所、小規模保育事業所、事業所
内保育事業所の利用定員数（延べ人数）

目標 32,004人 33,780人 33,012人

結果 32,028人 33,804人 ―

成果指標
(アウトカム)

市内私立認可保育所、認定こども園、家庭
的保育事業所、小規模保育事業所、事業所
内保育事業所の利用児童数（延べ人数）

目標 31,489人 32,677人 32,730人

結果 30,264人 30,507人 ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

―

A B B イ
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824 お だ 学 園 保 育 園

合　　計

28 73 92

50

7,133 6,728 6,057 4,554

281

25 あおぞら保育園分園あおぞらルーム

の び の び っ こ

26 お だ 認 定 こ ど も 園

15 ち い さ な 家
16

13

り す の き

11
47

208 210 155

26 16
170 139

20 あ す の き 63 56 49
19 111

421
ア ン ジ ュ 17

17 あ お ぞ ら 590 477 493
2518

246 286 195 145
273 236 255 211

14 こ こ ろ 464 425 315 202

2 貝 取

21812
857 744 752 566

253
か し の き
か お り 330

9 み ど り の
197 147

376 344 329
31

11 ピ オ ニ イ 第 二 249 245 230 172
10 や ま と 133

249
728 654 653

153
7 バ オ バ ブ 528 419

5508 こ ぐ ま

ゆ り の き

295 219
6 み さ と 227 230 209
5 こ ば と 第 一 357 425 315 287

527 441 482

119

3 桜 ヶ 丘 第 一 436 510
3934

432 368

1 多 摩 165 150 176
161 161 93

３　延長保育年間延べ利用児童数
（人）

保育所名 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度
36

334
354
190
98
225
591
232
18
94
227
474

78
2

106

4,112

147
177
128
300
10

12948

23 関 戸 み ど り の
22 や ま と さ く ら
21 あ お ぞ ら ぱ れ っ と

56 81
22 73
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事 業 カ ル テ 3年度決算 子育て支援課

03-02-02-321 児童福祉法施行事務費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 母子及び父子並びに寡婦福祉法第13条・第31条の6・第32条

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 子育て・子育ちをみんなで支え、子どもたちの明るい声がひびくまち

政策 A1 子どもを育てることがうれしいと思えるまちづくり

関連する個別計画 多摩市子ども・子育て・若者プラン

関連する報告書など ―

施策 2 子育て家庭への支援

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

都道府県の事務として位置づけられている「母子福祉資金貸付」及び「女性福祉資金貸付」業務につ
いて、市制施行に伴い、都委託事業として実施（昭和47年）。
平成16年度から福祉総合事務システムにより事務処理を実施し、事業の効率化を図ってきた。
平成26年度法改正による父子福祉資金の創設（10月1日施行）、父子福祉資金システム改修。
平成28年度福祉総合システム構築業務本稼働、平成28年10月から新システムによる償還金の口座振
替を導入した。

事業の目的、
令和3年度の目標

母子及び父子並びに寡婦が経済的に自立し、安定した生活を送るために必要とする資金の貸付を行う
とともに、償還促進に向けた償還事務の継続実施と償還金の口座振替による収納促進を行う。
また、母子及び父子並びに寡婦の自立のための的確な支援及び制度の公平性を図るための適正な事
務を執行する。

予算の執行方法
貸付業務に伴い、市が支出した需用費（消耗品）、役務費（郵便料・口座振替手数料）及び担当職員の
人件費の一部の費用支弁を委託金として都が負担した。
事業費(貸付金・償還金)は、歳計外収入・支出として管理した。

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果 母子及び父子並びに寡婦の自立促進と生活の安定が図られた。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 9,028 8,578 9,339 8,863 8,367

決算額(単位：千円） 215 177 242 492 167

0 0

都支出金 205 167 191 98 100

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 10 10 51 394 67

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

8,200

《従事人員数》 1.00 1.00 1.06 1.00 0.99

間
接
経
費

職員人件費 8,813 8,401 9,097 8,371

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

貸付に関する相談員数

目標 2人 2人 ―

結果 2人 2人 ―

成果指標
(アウトカム)

母子･父子・女性福祉資金新規貸付件数

目標 28件 35件 ―

結果 41件 31件 ―

特 記 事 項

令和2年度においては、令和元年度の東京都母子及び父子福祉資金貸付事業事務費交付金、東京
都女性福祉資金貸付事業事務費交付金の返還額（315千円）を支出したことにより、決算額に影響して
いる。
事業目的から成果指標の目標値を設定することがなじまないため、令和4年度より目標値の設定を行わ
ないこととする。

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

―
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＜児童福祉法施行事務費＞

◇　執行状況及び成果等

1  東京都母子及び父子福祉資金及び東京都女性福祉資金の貸付件数及び貸付額(継続貸付を含む）

※平成26年法改正により父子福祉資金創設（10月1日施行）、母子及び父子福祉資金に改称。

貸付件数（件）

貸付額（円）

1

954,000

平成29年度

0

32,903,100

0

東京都母子
及び父子福
祉資金

東京都女性
福祉資金 0

29,180,000

平成30年度

56

0

43

令和3年度

31

17,459,150

0

27,442,250

0

貸付件数（件）

貸付額（円）

0

令和2年度

41

25,944,500

0

令和元年度

48
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